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令和５年度 山形県地域職業訓練実施計画 

令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日  

令和５ 年９ 月１ ５ 日改訂 

山 形 労 働 局 

山 形 県 

                           独立行政法人 高齢・障害・求職者 

雇 用 支 援 機 構  山 形 支 部 

第１ 総則 

１ 計画のねらい 

 産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、労働者の地位の向

上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の内容の変化に対する労働者の適応性を

増大させ、及び円滑な就職に資するよう、労働者に対して適切な職業能力開発を行う必要がある。

このため、山形県、事業主等が行う職業能力開発に関する自主的な努力を尊重しつつ、雇用失業情

勢等に応じて、国が、職業能力開発促進法（昭和 49年法律第 64号以下「能開法」という。）第 16 条

第 1項の規定に基づき設置する公共職業能力開発施設（以下「公共職業能力開発施設」という。）に

おいて実施する職業訓練（能開法第 15 条の７第 3項の規定に基づき実施する職業訓練（以下「委託

訓練」という。）を含む。以下「公共職業訓練」という。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の

就職の支援に関する法律（以下「求職者支援法」という。）第 4条第 1項の規定により厚生労働大臣

の認定を受けた職業訓練（平成 23 年法律第 47 号以下「求職者支援訓練」という。）の充実を図るこ

とにより、労働者の十分な職業能力開発の機会を確保する必要がある。 

本計画は、本計画の対象期間（以下「計画期間」という。）中における対象者数や訓練内容等を明

確にし、計画的な公共職業訓練及び求職者支援訓練(以下「公的職業訓練」という。)の実施を通じ

て、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。 

また、公共職業能力開発施設は、本計画を実施する際に、山形労働局、公共職業安定所、山形県等

関係機関との連携を図り、効率的かつ効果的な公共職業訓練の実施を図るものとする。 

 

２ 計画期間 

計画期間は、令和５年４月 1日から令和６年３月 31 日までとする。 

 

３ 計画の改定 

本計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行うものとする。 

 

第２ 労働市場の動向と課題等 

１ 労働市場の動向と課題 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大後、有効求人倍率や完全失業率の悪化など雇用への大きな

影響が見られたものの、足下の令和 4 年 12 月現在では求人の持ち直しの動きが堅調である。一方、

コロナ禍から経済活動の再開に伴って人手不足感が再び深刻化し、社会全体での有効な人材活用が

必要であり、そのためには、働く方々の意欲と能力に応じた多様な働き方を可能とし、賃金上昇の

好循環を実現していくことが重要である。 
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また、中長期的にみると、我が国は少子化による労働供給制約という課題を抱えている。こうし

た中で、我が国が持続的な経済成長を実現していくためには、多様な人材が活躍できるような環境

整備を進め、一人ひとりの労働生産性を高めていくことが必要不可欠であり、そのためには、職業

能力開発への投資を推進していくことが重要である。 

デジタル・トランスフォーメーションやグリーン・トランスフォーメーション（以下「ＤＸ等」

という。）の進展といった大きな変革の中で、中小企業等の着実な事業展開、生産性や技能・技術の

向上のために必要となる人材の確保、育成が求められている。加えて、企業規模等によっては、Ｄ

Ｘ等の進展への対応に遅れがみられることにも留意が必要である。 

こうした変化への対応が求められる中で、地域のニーズに合った人材の育成を推進するためには、

公的職業訓練のあり方を不断に見直し、離職者の就職の実現に資する公的職業訓練や産業界や地域

の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上等、多様な職業能力開発の機会を確保・提供するこ

とが重要である。 

特に、デジタル分野については、「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（令和 4 年 12 月 23 日閣

議決定）等において、デジタル人材が質・量とも不足していることと、都市圏への偏在といった課

題を解決するために、職業訓練のデジタル分野の重要化に計画的に取り組むこととしている。 

障害者については、ハローワークにおける新規求職申込件数が増加傾向にあり、障害者の障害特

性やニーズに応じた職業が実現できるよう、一層の環境整備が求められるとともに人生 100 年時代

の到来による職業人生の長期化を踏まえ、今後は雇入れ後のキャリア形成支援を進めていく必要が

ある。また、障害者の福祉から雇用への移行を促進するため、障害者雇用施策と障害者福祉施策が

連携を図りつつ、個々の障害者の就業ニーズに即した職業能力開発を推進し、障害者の職業の安定

を図る必要がある。 

 

２ 直近の公的職業訓練をめぐる状況 

令和４年度の新規求職者は、令和４年 12 月末現在で 34,420 人(前年同月比 4.2ポイント減)で

あり、そのうち求職者支援法第 2条に規定する特定求職者に該当する可能性がある者の数は令和４

年 12 月末現在で、14,766 人(前年同月比 6.5ポイント減)であった。 

これに対し、令和４年度の公的職業訓練の受講者数については、以下のとおりである。 

  ＜令和４年４月～12 月＞ 

    離職者に対する公共職業訓練  ６０１ 人(前年同月比 9.7 ポイント増) 

    求職者支援訓練         ２９９ 人(前年同月比 9.9 ポイント増) 

    また、令和 4年度の就職率は、令和 4年 12月末現在で公共職業訓練（離職者訓練）の施設内訓

練が 69.9％、委託訓練が 69.2％、求職者支援訓練の基礎コースが 50.8％、実践コースが 54.1％

であった。 

注：就職率は、令和3年10月末から令和4年6月末までに修了した者の訓練修了後3カ月における雇用保険

適用就職（公共職業訓練は雇用保険適用相当就職を含む）した者の割合。 

 

第３ 令和５年度の公的職業訓練実施計画の実施方針 

     令和３年度の離職者向け公的職業訓練の実施状況を分析すると、 
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① 就職率が高いが、応募倍率が低い分野がある。（例：介護分野） 

② 応募倍率が高いが、就職率が低い分野がある。（例：ＩＴ分野） 

③ パソコン訓練を希望する求職者が多いが、パソコンのスキルも基礎、応用、デジタル分野 

など、希望者の習熟状況により異なる。それらが、果たして企業が求めるスキルに達して 

いるか検証が必要。 

   以上のような課題がみられた。 

   これらの課題の解消を目指し、令和５年度の公的職業訓練は以下の方針に基づいて実施する。 

① について： 

・受講がスムーズにできるよう地域性を考慮した訓練実施時期の設定等を検討する。 

・訓練実施機関からの求職者向け説明会を実施するなど、工夫した訓練の周知を行う。 

・早い段階での訓練情報を求職者に提供する。 

② について： 

・必要とされる人材ニーズに見合った訓練カリキュラムを検討する。 

・訓練修了者への就職支援を強化する。（企業への求人開拓等） 

③ について： 

・基礎、応用、デジタル分野の訓練コースのカリキュラムと、企業の求人ニーズ等が、就職 

に繋がる内容となっているか検証し、訓練カリキュラムがより充実するよう検討する。 

・求職者が必要とするスキルが、求人ニーズに合致しているかを求職者に伝え、適切な訓練 

コースを案内する。  

  

第４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

１ 離職者に対する公的職業訓練 

（１） 離職者に対する公共職業訓練 

ア 対象者数及び目標 

 （国の施設内訓練） 

     対象者数    ２８６ 人 

     目標就職率     83.6 ％ 

 （委託訓練） 

   対象者数    ７２６  人 

    目標就職率      75.0  ％ 

  イ 職業訓練の内容、職業訓練を設定する上での留意事項等 

離職者に対する公共職業訓練については、訓練内容や訓練コースの設定について、以下の点を

踏まえた実施に努める。 

① 職業訓練の内容等 

・ 職業訓練の内容に応じた様々な民間教育訓練機関を活用した多様な職業能力開発の機会 

の提供にあっては、山形県が実施する職業訓練との役割分担を踏まえる。 

・ 国の施設内訓練については、民間教育訓練機関では実施できないものづくり分野におい 

て実施する。 
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・ 受講者に対する訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、ハローワークと関係機関 

との連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング、求人情報の提 

供等の計画的な就職支援を実施する。 

② 分野に応じた訓練コースの設定等 

・ IT 分野、デザイン分野については、デジタル分野の重点化の観点から、IT、WEB デザイ 

ン関連の資格取得を目指すコースや企業実習を組み込んだ訓練コースの委託費の上乗せ措 

置、オンライン訓練（e ラーニングコース）におけるパソコン等の貸与に要した経費を委 

託費の対象とする措置により、訓練コースの設定を推進する。 

また、就職率の向上のため、求人ニーズに即した訓練コースを促進し、十分な就職支援 

を実施する。 

さらに、職業訓練の受講により習得できるスキル（資格など）の見える化・明確化を進 

める一方で、求人企業が求めるスキル等の見える化と明確化や、公的職業訓練受講者をタ 

―ゲットにした求人提出の働きかけの実施等、ハローワークと連携した就職支援を実施

する。 

・ ものづくり分野については、ＤＸ等に対応した職業訓練コースを充実させる。 

・ 介護分野については、職場見学・職場体験等を組み込んだ訓練コースの委託費の上乗せ 

措置により、訓練コースの設定を促進する。 

また、職業訓練の応募倍率の向上のため、応募・受講しやすい募集・訓練日程を検討し 

た上で実施するとともに、訓練コースの内容や効果を踏まえた受講勧奨を実施する。 

・ 委託訓練については、計画数を踏まえ、十分な訓練機会の確保に努める。 

③ 対象者に応じた訓練コースの設定等 

・ 育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等でも受講できるよう実施期間・時間に配慮 

した訓練コースや、オンライン訓練（e ラーニングを含む。）、託児サービス付き訓練コ 

ースの設定を推進する。 

・ 雇用のセーフティネットとして、母子家庭の母等、特別な配慮や支援を必要とする求職 

者に対して、それぞれの特性に応じた職業訓練を実施する。 

 （２）求職者支援訓練 

   ア 対象者数及び目標 

      対象者数 ７４２人に訓練機会を提供するため、訓練認定規模の上限 ７４２人 

      目  標 雇用保険適用就職率：基礎コース 58 %、実践コース 63 % 

イ 職業訓練の内容、職業訓練を設定する上での留意事項等  

        求職者支援訓練については、訓練内容や訓練コースの設定について、以下の点を踏まえた実施に  

努める。  

 

①  職業訓練の内容等   

基礎的能力を習得する職業訓練（基礎コース）及び実践的能力を習得する職業訓練（実践 

コース）を設定することとし、認定規模の割合は以下のとおりとする。  

基礎コース 訓練認定規模の 30％程度  
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実践コース 訓練認定規模の 70％程度  

 地域ニーズ枠については、より安定した就職の実現に資するよう、各地域の状況や工夫に 

応じて主体的に独自の訓練分野、特定の対象者又は特定の地域を念頭に置いた訓練等につい 

て、全ての都道府県の地域職業訓練実施計画で設定する。 

地域ニーズ枠の設定に当たっては、公共職業訓練（離職者訓練）の訓練規模、分野及び時 

期も踏まえた上で、都道府県の認定規模の 20％以内で設定する。  

      新規参入となる職業訓練の上限は以下のとおりとする。  

基礎コース 30％  

実践コース 30％  

      新規参入枠については、地域において必ず設定し、かつ、上記の値を超えてはならないこ 

ととするが、一の申請対象期間における新規参入枠以外の設定数（以下「実績枠」という。） 

に対する認定申請が、当該実績枠の上限を下回る場合は、当該実績枠の残余を、当該申請対 

象期間内の新規参入枠とすることも可能とする。  

      新規参入枠については、①職業訓練の案等が良好なものから認定、②①以外については、 

求職者支援訓練の就職実績等が良好なものから認定する。  

 受講者に対する訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、ハローワークと関係機関と 

の連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング、求人情報の提供等 

の計画的な就職支援を実施する。  

注１ 求職者支援訓練は、地域職業訓練実施計画に則して、四半期ごとに認定する。 

（短期間・短時間訓練コースの設定について、シフトが減少したシフト制で働く方などが、 

仕事と訓練の受講を両立しやすくなるよう四半期にこだわらず受付期間を設定する。 

なお、地域職業訓練実施計画で定めたコース別・分野別の訓練実施規模を超えては認定し 

ない。） 

 

注２ 一度認定されたものの開講されずに中止となった場合は、訓練コース分の余剰定員を 

同一年度内の同一分野での認定に振り替えることを可能とする。 

 

注３ 実践コースにおいて設定された訓練分野において、当該訓練分野の訓練コースが認定 

されなかった場合の余剰定員は、同一認定単位期間の「その他」分野（「営業・販売・ 

事務分野」などを含む）に振替を可能とする。 

 

注４ 実践コースへの申請が四半期ごとの各系における訓練認定規模を下回った場合は、余 

剰定員を同一認定期間内の他の系に振り替えることを可能とする。 

また、第４四半期（必要と認める場合は、第３四半期も含む）に限っては、認定コース 

の定員数が少なかった場合の繰越し分及び中止コースの繰越し分について、基礎コース 

と実践コース間の振り替えや、実践コースの他の分野への振り替えを可能とする。 

 

注５ 本計画において示した内容は、次のイからロまでに掲げる事項を除き、地域協議会での 

議論を踏まえ、地域の実情に応じて異なる設定とすることができる。 

イ 訓練認定規模を超えてはならないこと 

ロ 新規参入枠は上に掲げた値を超えてはならないこと及び全く新規参入枠を設定し 

ないこととならないこと 

②  分野に応じた訓練コースの設定等  
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      IT 分野、デザイン分野については、デジタル分野の重点化の観点から、IT、WEB デザイン 

関連の資格取得を目指す訓練コースへの基本奨励金の上乗せ措置、企業実習を組み込んだデ 

ジタル分野の訓練コースやオンライン訓練（e ラーニングコース）におけるパソコン等の貸 

与に要した経費への奨励金支給措置により、訓練コーのス設定を推進する。  

      また、就職率の向上のため、求人ニーズに即した訓練コースを促進し、十分な就職支援を実 

施する。  

      さらに、職業訓練の受講により習得できるスキル（資格など）の見える化・明確化を進める 

一方で、求人企業が求めるスキル等の見える化・明確化や、公的職業訓練受講者をターゲット 

にした求人提出の働きかけの実施等ハローワークと連携した就職支援を実施する。  

 介護分野については、職場見学・職場体験等を組み込んだ訓練コースへの奨励金支給措置によ 

り、訓練コースの設定を促進するとともに、職業訓練の受講がスムーズにできるよう、地域性を 

考慮した訓練実施時期の設定等を検討する。 

さらに、ハローワークにおいて、求職者に対し訓練開始時期を見据え、早い時期に情報訓練情 

報の提供を行い、訓練実施機関を介して説明会を実施するなど周知を強化する。 

③  対象者に応じた訓練コースの設定等  

育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が主体的に受講できるよう実施期間・時間に配慮 

した訓練コースや、オンライン訓練（e ラーニングを含む。）、託児サービス付き訓練コースの設 

定を推進する。  

 

 計画期間中の公的職業訓練（離職者訓練）の対象者数等 

 

 

 分  野 

全体計画数 公共職業訓練（県） 公共職業訓

練（機構） 

求職者支援

訓練 施設内 委託 

定 員 定 員 定 員  定 員   定 員 

公
共
職
業
訓
練
（
離
職
者
向
け
）
＋ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
求
職
者
支
援
訓
練
（
実
践
コ
ー
ス
） 

IT 分野  ２０９  １６５     ４４ 

営業・販売・事務分野  ３３１  １５０    １８１ 

医療事務分野  １１２   ６０     ５２ 

介護・医療・福祉分野  １９９  １３１     ６８ 

農業分野    ０     －    

旅行観光分野    ０     －   

デザイン分野   ４４     －     ４４ 

製造分野   １０６  ２０    －   ８６  

建設関連分野  ２００     －  ２００  

理容・美容分野     ０     －   

その他分野（※２） ３５０  ２２０  １３０ 

求職者支援訓練（基礎コース） ２２３      ２２３ 

 合  計 １，７７４   ２０  ７２６  ２８６ ７４２（※１） 
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(参考)デジタル分野 

（ＩＴ分野＋デザイン分野） 

  ２５３    ０  １６５    ０    ８８ 

注）※１ 求職者支援訓練の 742 人のうち、就職氷河期対策実施分及び短期・短時間特例訓練を含む。 

※２ 年度当初において、分野設定が未確定分を含む 

 

 

２ 在職者に対する公共職業訓練等 

（１） 対象者数 

公共職業訓練（在職者訓練）   １，１２０ 人 

生産性向上支援訓練       １，４２３ 人 

 

（２） 在職者訓練の内容 

在職者訓練については、産業構造の変化、技術の進歩等による業務の変化に対応する高度な技

能及びこれに関する知識を習得させる真に高度な職業訓練であって、民間教育訓練機関において

実施することが困難なものを実施するものとする。 

ものづくり分野において、企業の中で中核的役割を果たしている者を対象に、専門的知識及び

技能・技術を習得させる高度なものづくり訓練を実施する。さらに、ポリテクセンター山形に設

置した生産性向上人材育成支援センターにおいては、幅広い分野の事業主からのデジタル人材や

生産性向上に関する相談等に対応するとともに、課題の解消に向けた適切な職業訓練のコーディ

ネート等の事業主支援を実施する。 

ものづくり分野においてはＤＸ等に対応した職業訓練コースの開発・充実、訓練内容の見直し

等を図る。 

訓練の効果を客観的に把握する観点から、訓練コースの受講を指示した事業主等に対して、受

講者が習得した能力の職場での活用状況について確認する。 

 

 

 

《山形県》在職者訓練（公開講座） 

 主に高度な技術の習得希望者や少人数制の研修希望者を対象。 

訓練施設・学校 コース数 定員(人) コース名 

県立 

産業技術短期大学校 
２９ １５１ 

機械工学セミナー、 

生産改善・革新セミナー、 

IｏＴセミナー、他 

県立 

産業技術短期大学校 庄内校 
１６  ８０ 

シーケンス制御入門、 

マシニングセンタ入門、 

３次元ＣＡＤ入門、他 

合  計 ４５ ２３１  
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《山形県》在職者訓練（向上訓練） 

 主に技能検定等の資格取得希望者や新たな知識や技能・技術を習得したい希望者を対象。 

訓練施設・学校 コース数 定員(人) コース名 

県立 

山形職業能力開発専門校 
５１ ７６５ 

生産管理基礎、品質管理基礎、 

ビジネススキル基礎、エクセル活用、 

オーダーメイドコース、エクセル基礎、 

会計の基礎、自営型テレワーク、他 

県立 

庄内職業能力開発センター 
 ４ １２４ 

アーク溶接特別教育(2 コース)、 

造園工事作業の製作等作業試験対応、 

造園工事作業の判断等試験対応 

合  計 ５５ ８８９  

 

《ポリテクセンター山形》 

在職者訓練（生産性向上人材育成支援センター） 

 訓練施設・学校 コース数 定員(人) 訓 練 分 野 

ポリテクセンター山形 ７５ ７７３ 

◎機械系・・・・・・・ ４１コース ４３１人 

◎電気・電子系・・・・ １１コース １１０人 

◎居住系・・・・・・・ ２３コース ２３２人 

合   計 ７５ ７７３  

 ※地域ニーズを把握したうえで、計画したもの。 

生産性向上支援訓練 

訓練施設・学校 コース数 定員(人) 訓 練 分 野 

ポリテクセンター山形 ― ６５０ 

◎生産性向上支援訓練 

 ①うちＤＸ対応コース・・・・ １４０人 

②うちミドルシニアコース・・  ５０人 

他 

合   計 ― ６５０  

① 中小企業等で DX に対応するための人材育成に向けた生産性向上支訓練 

② 70 歳までの就業機会の確保に資する中高年齢層向けの生産性向上支援訓練 

 

３ 学卒者に対する公共職業訓練 

（１）対象者数及び目標 

対象者数   ４６０人 （専門課程３７０人、普通課程９０人） 

（２）職業訓練の内容等 

産業の基盤を支える人材を養成するために、ものづくりの現場の戦力となる高度な実践技能者の育

成を図るため、職業に必要な技能及びこれに関する知識を習得させることを目的とした比較的長期間
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の公共職業訓練を実施するものとする。 

 

 

 

《山形県》高度職業訓練（専門課程） 

 専門課程として新規学卒者等を対象とした高度職業訓練を実施する。 

訓練施設・学校 コース数 定員(人) コース名 

県立 

産業技術短期大学校 
７ ２５０ 

【２年課程】 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ科、 

メカトロニクス科、 

建築環境システム科、 

情報システム科、 

知能電子システム科、 

土木エンジニアリング科 

【１年課程】 

産業技術専攻科（社会人等対象） 

県立 

産業技術短期大学校 

庄内校 

３ １２０ 

【２年課程】 

生産エンジニアリング科、 

情報通信システム科、 

IT 会計システム科 

合  計 １０ ３７０  

 

《山形県》普通職業訓練（普通課程） 

 普通課程として高卒の新規卒業者を対象とした職業訓練を実施する。 

校   名 コース数 定員(人) 訓 練 分 野 

県立 

山形職業能力開発専門校 
２ ９０ 

【２年課程】 

自動車科（高卒）、 

建設技術科（高卒） 

合   計 ２ ９０  

 

４ 障害者等に対する公共職業訓練 

（１）対象者数及び目標（委託訓練） 

   対象者数    ４２人 

   目標  就職率：５５％ 

（２）職業訓練の内容 

民間企業等に対して委託する障害者委託訓練では、訓練受講対象となる障害者のニーズを把握し、
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各コースの定員の確保に努める。また、特に法定雇用率が未達成である企業や、障害者の雇用の経験

の乏しい企業等を開拓するとともに、訓練内容や就職支援の充実を図りながら、引き続き推進するも

のとする。       

障害者の就業ニーズ及び企業の人材ニーズを踏まえ、定員の充足状況や修了者の就職実績を検証し

ながら、訓練コースの見直しを行うものとする。 

当該公共職業訓練の受講者に対し、ハローワーク等との連携強化の下、当該公共職業訓練の開始時

から計画的な就職支援を実施し、就職率の向上を図るものとする。 

障害者の職業能力開発を効果的に行うため、地域における雇用、福祉、教育等の関係機関が連携を

図りながら職業訓練を推進する。 

 

《山形県》障害者等に対する公共職業訓練（委託訓練） 

訓 練 種 別 コース数 定員(人) 科 目 名 

障害者対象職業訓練 

４ ２０ 

パソコン基礎科 

（民間教育訓練機関で実施） 

※訓練期間は概ね１カ月 

２２ ２２ 

インターンシップコース（事業所で就労に必要なス

キルを身につける。） 

※訓練期間は概ね１カ月～３カ月 

合  計 ２６ ４２  

 

第５ その他、職業能力の開発及び向上の促進のための取組等 

 １ 県内におけるリスキリングの推進（別添一覧） 

   ○「山形県及び市町村」（以下「地方」という。）が実施するリスキリング推進事業に対する助言 

    県内企業の成長及び人材の育成・確保については、リスキリングの推進が必要であり、地方の令

和５年度予算編成において各種「リスキリング推進事業」が計画されているところである。 

山形県は山形県地域職業能力開発促進協議会へ実施計画等の報告を行い、協議会はその実施 

状況等を把握し、必要な場合は地方へ助言を行うこととする。 

 これを受け、地方においては、事業の適正な執行を図り、県内事業者のリスキリング取組を促

進するものとする。 



地域リスキリング推進事業　一覧表（山形県）

事業費(千円) 実施主体 対象者 内容 備考

酒田市
酒田市リカレント教育促進補助金（大学まち
づくり推進事業）

215 酒田市
市内企業
従事者

学校法人東北公益文科大学が実施する履修証明プログラム又
は山形県立産業技術短期大学校庄内校が実施する社会人向け
公開講座の受講に要した経費の２分の１を補助するもの

寒河江市 さがえ未来人材育成支援事業 5,000 寒河江市
市内中小
企業

市内の中小企業者等が、新たな分野や技術に挑戦する産業人
材を育成するため、大学等への従業員の派遣、社内外での研
修の開催等を通して人材を育成する取り組みを支援

尾花沢市 中小企業者等戦略的人材育成支援事業 1,000 尾花沢市 事業主

新型コロナウイルス感染症の影響により明らかとなった経営
課題を改善し、アフターコロナにおける新たな事業展開や取
引拡大、生産性の向上等自社の経営の向上に向けた人材育成
事業に取り組むことを支援するため、その事業に必要な費用
について補助

尾花沢市 資格取得促進助成金事業 1,350 尾花沢市 事業主
本市に住所を有する事業所の、技術力向上及び安定した就労
支援のため、就労者が資格及び免許の取得に要する経費の一
部に対し補助

白鷹町 就労環境改善対策事業 85 白鷹町 事業主
経営者・人事担当者向けの働きやすい職場づくりに向けた啓
発セミナーの開催

町単独

白鷹町 専門家派遣支援事業 1,500 白鷹町 事業主
直面する経営課題等に相談対応を行う専門家の派遣や、イン
ボイス等新制度への対応等に係るセミナーの開催

町単独

白鷹町 中小企業技術者養成事業 200 白鷹町 従業員
技能検定受講に向けた講習会や、人材育成のための若手従業
員等セミナーの開催

町単独

白鷹町 除雪担い手育成事業 300 白鷹町 事業主
除雪車両オペレータ―の育成を支援（大型特殊免許等の取得
支援）

町単独

山形県 産業政策リーダー育成事業費 5,435 山形県

①県職
員、
②民間企
業若手幹
部社員、
③産業支
援機関

製造業路取り巻く環境が激変している中、官民の若手人材を
対象に、海外研修を実施し、自由な発想や働き方、チャレン
ジ精神などを学ぶことで、新しいビジネスを創出し、次の時
代を牽引するリーダーを育成する。

R5新規事業

事業実施地方公
共団体名

事業名
事業概要



山形県 次世代水産人材創出支援事業費 32,093 山形県
新規漁業
就業希望
者

①本県の漁業の魅力や、新規漁業就業者確保の支援制度を県
内外に広くPRするため、オンラインセミナーを開催する。ま
た、漁業就業支援フェア等へ参加する山形県漁業協同組合に
対し、補助金を交付。
②漁業研修受講希望者に漁業体験を実施し、漁業就業の動機
づけや定着率の強化を図る。また、高校生を対象に漁業アル
バイト体験を実施する山形県漁業協同組合に対し、補助金を
交付。
③新規漁業就業希望者に対し、漁業の基本的な技術や知識の
取得を支援する研修体制を整備し、漁業準備研修を実施する
山形県漁業協同組合に対し、補助金を交付。
④漁家出身者（漁家子弟）に対し、漁業準備研修を実施する
山形県漁業協同組合に対し、補助金を交付。
⑤漁業技術の高度化研修を実施する山形県漁業協同組合に対
し、補助金を交付。
⑥経営が不安定な独立経営開始後３年目までの漁業者に対し
て、所得補償を実施する山形県漁業協同組合に対し、補助金
を交付。

④の漁家子弟の研修
については、市町村
との共同事業（県
2/3、市町村1/3）

山形県
漁業生産体制強化対策事業費
（G1　漁業者育成事業）

397 山形県 漁業者

漁業の担い手の確保を推進するため、漁業者活動支援、将来
の後継者育成及び漁業士活動支援を行う。中高校生を対象に
漁業体験活動を実施。

山形県
建設ＤＸ推進事業費
（うち、施工業者に向けた取組み）

389 山形県 施工業者

①ＩＣＴ施工未経験の担当技術者向けに、官民の研修施設へ
派遣する研修を実施
②ＩＣＴ施工経験済の担当技術者向けに、ＩＣＴ施工に習熟
した施工業者とＩＣＴ建機メーカーを講師とした実務研修を
実施
③ＩＣＴ施工を導入していない経営者向けに、ＩＣＴ施工に
ついて理解を深めてもらう講習会を実施


